













































































































































































































西部地区合計 51 404 161 236 852 4933β49 一 一 一 128682541，999 30．64 4388

























































































































































































































































































































































































































広島小計 4 21 25 20 70 2 ao225＆4 41βOD 8α3762393 33．59 2．74
中国地区計 8 62 41 44 155 5 594253843．7 29 20α0647，147 27．99 682






































愛媛小計 1 22 4 12 39 0 2β1767ユ32603 359281，462 24571．23
徳島花王 1 7 1 5 14 0 575 46 50 4 19，237 824 23．35 α65
香川花王 2 11 2 5 20 0 817 30 70 02a288878 2994α90





































































福岡小計 7 48 22 24101 4 23657440．4 2．2 11693743662678 399





























長崎小計 2 15 15 1042 4 1，1905673a172 596021，591 37．46 2D3























宮崎小計 1 18 0 625 0 128964321．4143 22，1581，112 19．93 0．76
熊本花王 1 12 14 8 35 1 156652 12 36 50，5441，712 29521．72
鹿児島花王 1 14 8 7 30 2 1ρ02 50 25 25492901819 27．10 1β8
九州地区合計 14 122 62 63261 12 8，68455．728．715．6 3428581a56227．29 11b9
中国・四国・
繽B地区合計

































































































































































































































































































































一甲 一一一一一一一一一一一一一一〇一一一① 協進花王製品販売（株） ③ 1969年9月








④ 500万円 ② 久保利彦・竹内三賀男 ② 喜田隆




















③ 1967年10月 ① 愛媛東花王販売（株）
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図一4　九州花王販売（株）の系譜図（福岡・佐賀・長崎・宮崎・熊本・鹿児島・沖縄）
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にともない，1983年5月に解散した。
③久留米花王・大牟田花王と筑後花王への統合
　また筑後地区でも同様の動きがみられ，1967年10月には，太陽商事（久留米市野中町）の
樋口薫が社長となって，資本金500万円の久留米花王製品販売株式会社が設立され，同年同月
には大和商事（所在地不明）が中心となって大本忠夫を社長とする資本金400万円の大牟田花
王製品販売株式会社が設立された79）。
　両社の経営規模をみると，表一3に示されるように，久留米花王は13名の人員で354のファ
ミリーストアをもち，直販比率は47％と低めであった。月商は1，588万円であり花王製品の1
人当り月額消費高は22円6銭と低めに推計されている。大牟田花王も10名の人員でファミリー
ストアは371店，月商は約1，102万円でt1人当り花王製品月額消費高は27円22銭と推計され
ている。両社とも，月商規模でみた前述の分類では小規模販社といえる。
　花王石鹸販売部では，これら2社を1970年9月頃を目処に統合させる計画を策定していた80）。
図一4に示されるように，計画より1ヶ月後の1970年10月に，両社が合併して，資本金1，100
万円の筑後花王製品販売株式会社が設立され，樋口薫が社長に就任した。筑後花王は，1974
年7月には新社屋・新倉庫に移転し，5年半後の1980年1月には高層型自動倉庫を備えた新
社屋を新たに建設した81）。そして，同社は，後述する4社合併にともない，1983年5月に解
散した。
④佐賀花王の設立と経営
　佐賀県では，吉岡商店（佐賀市新唐津町），三和商事（佐賀市松原町），八木商店（佐賀市呉
服町），野田商店（唐津市大石町）および新免商店（佐世保市福石町）佐賀支店などの協業に
よって，1967年6月に資本金500万円の佐賀花王製品販売株式会社が設立された82）。伊万里市
が後述する長崎県の佐世保商圏ということから，その市場を除いて全県をカバーする1県1販
社であった。
　同社の経営状況をみると，表一3に示されるように，12名の人員で633のファミリーストア
をもち，直販比率は69％であった。直販比率が高めであった背景には，やはり全県1販社と
してまとまるうえで関係卸店の取引先が多く提供されたことがあったと推定されよう。月商
は，約1，507万円と前述の久留米花王とほぼ同規模であり，同様に小規模販社であったといえ
よう。
⑤九州北部花王販売の設立
　図一4に示されるように，花王製品福岡販売，北九州花王製品販売，筑後花王製品販売およ
び佐賀花王製品販売の4社が合併して，1983年6月に資本金7，610万円の北九州花王販売株式
会社が設立され，元山茂が社長に就任した。同社は，翌1984年には大牟田出張所を開設した。
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　1985年9月には，九州北部花王販売と花王株式会社（1985年10月に商号変更）のDCを兼
ねる花王流通センターが完成し，翌月から稼働を開始した。このDCは，1個単位で取り出す
ケースフローラックや自動回転ラック，1梱単位での自動ピッキングのシステムを備えている
という特徴をもったもので，大阪の泉北DCに続いて花王では2番目のものであったとされて
いるss）。収容能力は，8万2ρ00梱であるから，九州地域では，前年前年6月に完成した花王
佐賀DCの3万梱M）を大幅に上回る能力であった。
　ところで，1970年代初頭から，ライオン油脂の代理店であり，西日本ホームズの有力メン
バーである宏和（福岡市草香江）95）が北九州市，飯塚市，久留米市，佐賀市に支店を設けて，
急速に組織化を展開し始めていた。また，花王石鹸販売部では，北九州市では夏川小倉支店が
有力な競合相手と認識していた86）。宏和は，福岡花王商事の発起人でもあった瓜生友二が代表
者となっている卸店であり，夏川も福岡花王商事の発起人であった。すなわち，花王販社は，
その設立に関係した卸店と競争関係になることが多かったのである。
（2）長崎県の販社設立と経営状況
①花王製品長崎販売
　1986年4月に，花王と明治期から取引のあった成宮商店（長崎市本下町）87）に花王部が設
立された99）。これを母体に，1968年2月に，成宮商店と丸橋商店（長崎市築町中央橋際）の
2社，および特約店13社の出資によって，資本金1，000万円をもって，花王製品長崎販売株式
会社が設立された。会長には丸橋商店の丸橋三郎89），社長には成宮商店の成宮健一が就いて，
販売部長に就いた丸橋商店の藤野重雄を中心に営業活動を始動させた。出島の地で，事務所7
坪前後でのスタートであった90）。
　長崎花王では，1968年10月に，諌早地区・島原地区の代理店3社と特約店1社の協力を得
て増資し，1，200万円の資本金となった。また翌1969年の2月には，島原出張所を開設している。
さらに，1970年10月には，2，400万円へと倍額増資した。同年12月には，梅ケ崎地区に竣工し
た新社屋に移転した。このとき，アメリカの流通経済事情視察を経験した成宮社長自身の設計
によるラック・パレット方式を導入し，花王各販社の物流近代化のさきがけとなった91）。
　表一3に示されるように，長崎花王は23名の人員で，695のファミリーストアをもっており，
直販比率は58％であった。これは花王石鹸販売部の基準にいま一歩の比率であったが，月商
をみると，約3230万円であり，中規模販社のなかでも売上高の大きいほうであったといえよ
う。先にもふれたが，1968年10月から1969年1月までの4ヶ月平均の月商の全国販社ランキ
ングでは，花王製品福岡販売の15位よりも上位の13位となっていたが92＞，表一3では花王製
品福岡販売の後塵を拝するかたちとなっている。他方，1人当り花王製品月額消費高は37円
13銭と推計されており，後述する佐世保花王とともに，九州地域のなかでは花王製品の浸透
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度が高かった市場といえる。　　　　　　　　．
　長崎では，ライオン油脂代理店の丸宮（長崎市出島）93）が強力な競争相手として想定され
ていたがen），長崎花王は1973年4月に丸宮の所在地に近い出島の倉庫を借りるかたちで社屋
を移転している。1977年3月には，長崎市田中町に卸センター内に竣工した，より近代的な
ラック・パレット機能を備えた新社屋に再び移転した95）。
②佐世保花王製品販売
　1967年2月，新免商店内に花王部が設けられ，これを基礎に，1968年8月には，新免商店
のほか，白川商会（佐世保市大塔町），玉屋商事（佐世保市万津町）の3社と特約店17社の出
資によって，資本金1ρ00万円の佐世保花王製品販売株式会社が設立された96）。社長には新免
商店の秦喜平次，副社長には白川商事の白川初雄と玉屋商事の田中丸政太郎が就いた。’
　表一3に示されるように，佐世保花王は，19名の人員で495のファミリーストアをもち，直
販比率は55％と長崎花王よりも少し低かった。佐世保地域では，販社設立の母体となった新
免商店が，小売店も卸店（2次卸）ルートも掌握していて大きな競争相手とみられていた97）が，
佐世保花王の月商をみると，約2，730万円で中規模販社であった。ちなみに1968年10月から
1969年1月までの4ヶ月平均の月商では，全国第20位となっている98）。1人当り花王製品月
額消費高は37円87銭と，九州地域のみならず中国・四国地域を含めた地域で最も高く推計さ
れており，花王製品の浸透度合いが高い市場であったといえる。
　佐世保花王では，1974年1月に1250万円へ，1980年7月には1，875万円にそれぞれ増資し，
1986年5月には新社屋に移転している。
　なお，長崎花王と佐世保花王は，花王石鹸販売部の計画では，将来佐賀県の伊万里地区の参
加をはかりながらも，しばらく県内2社体制で進めるとされており99），図一4に示されるよう
に，1991年5月に九州全域をカバーする九州花王が設立されるまでこの2社体制が継続され
ることとなった。
（3）大分花王製品販売の設立と経営
　大分県では，大分市と別府市の卸店を中心とする協業により，販社の設立が企図された100）。
卸店間の協議を重ねた結果，1968年7月に，小野雄商店（鶴崎市大字鶴崎）をはじめ堤商事（大
分市東大道町）や大沢商店（別府市北石垣実相寺）など101）代理店5社と特約店5社の協業に
よって，資本金800万円をもって大分花王製品販売株式会社が設立され，大分市内の商業団地
（弁天町）に営業所を置いて同年10月より営業を開始した。社長には，小野雄商店の小野今
朝雄が就いた。
　小野雄商店は，翌1969年に株式会社ユーホーを新たに設立した。そのユーホーは，九州明
和の有力メンバーでもあり，またライオン油脂の代理店にもなって，大分市と別府市を中心に
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大分全県を掌握するほどの勢力になっていった102）。したがって，大分花王の社長は，同社と
対抗する有力競争相手の代表が兼務していたことになる。
　表一3にみられるように，大分花王の人員は16名であり，ファミリーストア店数は639であっ
た。直販比率は49％と低いが，代行店経由も19％と低い。その他の経路が32％もあるという
ことは，販社に参画した代理店や特約店の協力があまり得られなかったことや，図一1の④，
⑤⑥に示される販社に参加していない代理店や特約店の経路への依存度が高かったことを示
しているといえる。それでも平均月商は，2，621万円もあり，中規模販社であったといえる。
ただし，花王製品の1人当り月額消費高は21円61銭と推計されており，花王製品の浸透度が
低かったことが推定される。
　同社は，1973年5月には1，600万円に倍額増資し，さらに1979年5月には2，400万円へ，
1980年3月には3，000万円へとそれぞれ増資している。この間の1975年4月には，花王本社と
のOSが完成し，1979年には物流システムの改善を実施している。また1980年4月には，大
分県の県北地域の市場強化のため，中津営業所を開設した。
（4）宮崎県の販社設立と経営状況
　宮崎県では，2つの販社が設立される。それぞれについてみてみよう。
①宮崎花王販売
　まず1967年3月に，橋本商店（宮崎市橘通），富田商店（宮崎市橘通），栗林本店（宮崎市
宮田町）などの代理店と特約店9社の協業によって，資本金500万円をもって宮崎花王販売株
式会社が設立された103）。代表取締役社長には，橋本商店の橋本銀三が就いた。当初は，宮崎
市原町に本店を置いて同年6月から営業を開始したが，翌1968年5月には，卸問屋街（宮崎
市橘通西）に移転した。翌1969年10月には，630万円に増資している。
　この頃の宮崎花王の経営状況をみると，表一3に示されるように，16名の人的規模で，731
のファミリーストアをもち，直販比率は64％であった。この比率は花王販売部の想定する最
低基準を超えていたことになる。月商をみると約1，628万円であり，また1人当り花王製品月
額消費高も20円5銭程度であった。もともとこの地区は，ライオン油脂製品の浸透度の方が
高かった地域とされており，それに加えて，かつて花王の代理店であったにもかかわらず，販
社設立に参画しなかったッルヤ（宮崎市橘通西）がライオン油脂代理店として，宮崎販社の強
力な競争相手として勢力を伸ばしていたことも背景にあった100）。
　劣勢を挽回するべく，1969年11月に，花王の九州地区担当社と宮崎花王の関係者との協議
により，宮崎地域で比較的スムーズに受け入れられた食洗の「ファミリー」を中心にこの分野
のトップを目指すこととした。1971年3月には，遠距離のため，なかなか販売活動を密にで
きなかった都城市郡元町に出張所を開設した。この地区もライオン油脂代理店の藤屋（都城市
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花繰町）が有力な競争相手であったが105），この地区の700店の小売店に対して積極的な販売活
動を展開した。こうした努力が実って，宮崎地域での「ファミリー」はゆるぎない市場シェア
を獲得するにいたった。
　なお，1973年11月には，宮崎市大塚町池の内に本社を移転し，翌1974年1月には850万円
に増資した。その後，1978年3月に都城出張所を都城市大王町に移転し，1985年7月には，
同出張所を営業所に改称している。
②延岡花王製品販売
　1968年4月には，延岡市で唯一の花王代理店であった後藤商店（延岡市恵比須町）を中心に，
その傘下特約店（B店），河野商店（延岡市幸町），山城商店（所在地不明），金井商店（所在
地不明）および同地域のスーパー丸食に帳合を有していた大分県の甲斐商店（別府市富士見通）
を加えて，資本金300万円をもって延岡花王製品販売株式会社が設立された。代表取締役には，
後藤商店の後藤操が就いて，延岡市博労町に拠点を置いて同年9月より営業を始めた106）。
　表一3に示されるように，延岡花王の人的規模は9名で，ファミリーストア店数は558であっ
た。直販比率は，宮崎花王とほぼ同水準の65％であったが，月商は約588万円と小さかった。
小規模販社といえよう。延岡地域も，宮崎市や都城市と同様にライオン製品の浸透度が高い地
域であり，とくに販社設立母体の中心となった後藤商店はライオン油脂の代理店として強力な
競争相手でもあった107）。こうしたこともあって，1人当り花王製品月額消費高は，宮崎花王
の販売エリアと同様に19円58銭と低く，販売強化をはからなければならない地域であった。
　延岡花王では，1970年9月に延岡市平原町に移転し，1974年4月の火災により，博労町を
仮事務所として営業を継続し，1975年4月には同市塩原町に移転した。この間の1975年7月
には1，200万円へ，同年8月には1，500万円にそれぞれ増資している。
　なお宮崎花王と延岡花王は，1974年3月頃を目処に統合して宮崎県1販社とすることも計
画されていたが108），結局，その統合は，後述する1988年4月の8販社の対等合併まで待たれ
ることとなった。
　（5）熊本花王製品販売の設立と経営
　熊本では，前述の大分県と同様　1県1販社としてスタートする。1968年3月，熊本市の
有力代理店であった高橋商店（熊本市万町），藤森産業（熊本市池田町）および近江屋商店（熊
本市紺屋町）の3社を中心に，資本金1，500万円をもって熊本花王製品販売株式会社が設立さ
れ，同年4月より営業を開始した。有力競合代理店の高橋商店と藤森産業との協業が実現した
ことになるが，代表取締役社長には，高橋商店の高橋英一が就いた109＞。
　1970年3月には1，600万円へ，さらに1972年3月には1，660万円へそれぞれ増資した。この
間の1970年12月には，熊本市世安町有明卸団地内に移転し，1975年2月には，新築された同
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市田迎町の社屋に再び移転している。
　熊本花王の経営状況をみると，表一3に示されるように，35名もの人員を擁する大型店で，
直販比率は52％と花王石鹸販売部の基準に満たない。また代行店比率も12％と低いが，その
他の比率が36％と高い。代行店の売上が低いのは，熊本市内できわめて零細な小売店を除く
すべての小売店を販社が担当しているためであり，同表に示されるように，ファミリーストア
店数は1，566もあった。またその他の経路の販売比率が高いのは，販社の活動が市内およびの
周辺を中心としていて，郡部は有力小売店を販社の直販とした以外，すべてを地方特約店の機
能，すなわち図一1の④，⑤，⑥の経路に委ねていたことによる。
　ところで，この地域では，販社設立の中心となった高橋商店が資金力でも経営能力でも優れ
ており，この頃には，山鹿市の堀茂雄商店（山鹿市日吉町）を合併して九州明和グループの一
員として，かつライオン油脂の代理店として，県内市場を掌握しつつあった110）。競争が激し
くなる市場にあって，熊本花王の月商は約5，044万円という高い実績であった。前述のように，
これより少し前の1968年10月から1969年1月までの4ヶ月平均の月商では，全国の販社のな
かで第9位のランキングとなっておりlll），中国・四国・九州地域ではトップの実績であった。
　情報システム面では，1973年にメルコム88を導入しt事務部門の合理化をはかったll2）。さ
らに，1979年12月にはメルコム38を導入している。
（6）鹿児島花王製品販売の設立と経営
　熊本県と同様に，鹿児島県も当初から1県1販社としてスタートする。1968年12月，県内
の大手代理店であった企業組合・ミツワ商会（鹿児島市大黒町），寿商事（川内市向田町）お
よび馬場園商店（鹿児島市船津町）の3社を中心に，資本金1，050万円をもって鹿児島花王製
品販売株式会社が設立され，ミツワ商会の柵厚樹が社長に就いた113）。
　表一3に示されるように，鹿児島花王は，30名の人的規模であり，1，002のファミリースト
アをもっていたが，直販比率は50％であり，それ以外を代行店とその他の経路に依存していた。
しかしながら，売上規模は1969年下期では4，929万円と，中国・四国・九州地域では熊本花王
に次ぐ地位になっていた。熊本花王と同様に，1県1販社という地域の卸店をある程度カバー
した地域販社の効果があったとみられる。
　この頃の鹿児島地区では，販社設立の中心となったミツワ商会が，整理された紀川紙商店
（鹿児島市大黒町）の後を継承し，またライオン油脂の代理店にもなって，九州明和のメンバー
として，花王や旭電化で培った地盤を基礎に勢力を拡げつつあって，販社にとって有力な競争
相手であった114）。この点は，販社の直販比率の低さにも，ある程度まで反映しているとみら
れよう。そうした競争状態のなかにあって，鹿児島販社の売上実績は4，929万円と大きく，花王製
品の1人当り花王製品月額消費高も27円10銭と，中国・四国・九州地域の平均値と並ぶ水準
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を維持できたことは，販社の販売努力の成果といえよう。
　同社は，1973年12月に1，070万円へ，さらに1979年5月には2，140万円へそれぞれ増資して
いる。また導入時期の詳細は不明であるが，1980年頃までにはコンピュータを導入し，販売
予算の編成業務などの効率化をはかっているll5）。
　ところで，図一4に示されるように，これまでみてきた，九州北部花王販売，花王製品長崎
販売，佐世保花王製品販売，大分花王製品販売，宮崎花王製品販売，延岡花王製品販売，熊本
花王製品販売，鹿児島花王製品販売の8社の対等合併というかたちで，1988年4月に資本金
3億円の九州花王製品販売株式会社が設立されることになる。
5．沖縄販売の設立と経営
（1）儀間商事と宮里商事の設立と経営
　沖縄地域では，まず本土復帰4年前の1968年の7月に，儀間本店（那覇市久米町）の花王製
品部門を分離・独立させて，花王の専門販社としての儀間商事株式会社（那覇市久米町）を設
立したll6）。設立母体の儀間本店は，食料品・雑貨の大手輸入商社であった。
　儀間商事設立2ヶ月後の同年9月には，合資会社宮里商会（所在地不明）の花王製品部門を
分離・独立させて，花王専門販社としての宮里商事（那覇市重民町）を設立した。母体となっ
た宮里商事も，儀間本店と同様に，那覇市の大手の雑貨と化粧品系の輸入商社である。
　本土復帰翌月の1972年，6月上旬の時点で，儀間商事の人員は20名であった。営業部は3つ
の課に分かれ，第1課は，総売上の7割を占める中間卸店を担当していた。この中間卸担当と
いうのは，内地でいう代行店担当ではない。約1万店ものよろず屋的零細小売店が存在する沖
縄地域では，1販社で配荷を担当することが難しいので，宮里商事と合わせて約250店の特約
店すなわち中間卸業者に配荷を委ねざるを得ないという事情があった。この担当が中間卸担当
であった。第2課は南部地区のスーパーや小売店を，第3課は中部地区のスーパーや小売店を
それぞれ担当することとし，宮古や八重山の群島は第2課が月に一度1週間程度の時間をかけ
て担当することとされた。もっとも，沖縄では鉄道がないので駅もなく，立地上の問題から
スーパーは育っていなかった。
　同じ時点で，宮里商事の人員は17名であった。営業担当は，専任の専務のほか，課長と中
間卸担当5名，スーパー担当1名の7名であった。
（2）沖縄市場の特徴と沖縄花王の設立と経営
　本土復帰直後の時点での種類別のおおよそのシェァをみると，重質洗剤では花王の「ブルー
ワンダフル」が55％，ライオン油脂の「ブルーダイヤ」が40％，食洗ではライオン油脂の「マ
マレモン」が首位で花王の「ワンダフルK」が25～30％であり，いずれの商品群でも外国製
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品はみられず花王とライオン油脂で市場を分け合っているという状況であった。
　しかしながら，沖縄地区での花王製品の1人当り月額消費高は67円であり，表一1でみた
日本のいずれの地域よりも高いことがわかる。これは，沖縄地区の花王製品の販売品目が少な
く117）て商品ごとにきめ細かい販売管理ができること，沖縄市場が両販社の所在地である那覇
市に集中していて効率的な販売・配送活動が可能なこと，亜熱帯に属して暑いので石鹸・シャ
ンプー・洗剤の消費量が多いこと，などが背景にあった。
　花王製品の仕入れは，2つの販社の共同仕入れで，月に2～3回の発注で，一回の発注量は
1，000～1，500梱，すなわち6トン車で30台ほどになる量であった。これには，内地と異なり沖
縄へは船で花王製品が届けられることから，発注頻度を多くできないという事情もあった。
　1973年には，2つの販社の売上高は14億円を超え，1人当り花王製品月額消費高も130円
強までに伸びた。1974年4月には，より効率的な地域管理と経営の合理化を目指して，2つ
の販社を合併して資本金3，000万円の沖縄花王販売株式会社を設立し，同年5月より営業を開
始したll8）。同社は，初年度18億円の売上高を目標としていたが，それを大幅に上回る20億4，800
万円の売上実績を上げて順調なスタートを切った。その後も，花王の各ブランドの幅広い配荷
と店頭における優位陳列によって順調に売上を伸ばし，1976年から1979年まで4年連続で2
桁以上の伸長となって，1979年には43億900万円を売上げるまでになった。
　その間の1976年6月には，6，000万円に増資し，1979年12月には浦添市西原に社屋を移転し
た。さらに，1980年8月には8，000万円に，同年12月には1億6，000万円にそれぞれ増資して
いる。
　沖縄花王は，全国の販社のなかでも，最も長く独自性を保ち，全国広域8販社の合併によっ
て花王販売株式会社が設立された1999年4月の半年後に同社へ統合されることとなる。
おわりに
　最後に，本稿で確認されたことや明らかにされたことを整理しておくことにしたい。
　まず，中国・四国・九州地域の販社を全体としてみると，全国のすべての販社全体のなかで，
人員数やファミリーストア店数で約3分の1を占め，売上規模で4分の1から5分の1を占め
る位置にあった。また，直販比率は，各地域とも全国平均の54％と近い比率であったが，花
王石鹸販売部の提示する最低ライン60％には達していなかった。またこの地域の販社の平均
売上規模は，花王石鹸販売部の示す最低ラインの2，000万円を超える実績であった。
　第2に，この地域の各販社の設立過程をみると，各卸店の花王部門を切り離して単独販社を
設立した場合，エリアが同一ないし近接する各卸店の協業によって1県に複数の販社を設立し
た場合，当初から1県に1販社を設立した場合，の3つのパターンがみられた。とくに，福岡
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花王商事で花王販社の意義を経験値としてもつ北九州では単独販社のケースが多く，有力卸店
が大きな勢力を保っていた広島県の一部や香川県および愛媛県の一部でも，単独販社のケース
が多かった。北九州以外の九州地域では，1県1販社のケースが多かった。またそれら以外の
ほとんどは，複数卸店の協業によって1県に複数の販社が設立された。単独販社や1県複数販
社の場合，近接エリアごとの統合がみられ，四国では愛媛を除き1970年以前に1県1販社を
実現した。
　第3に，各販社の経営状況を資本金と売上規模でみると，熊本花王の1，500万円を除くと，
多くの販社は300万円から1，000万円の創業資本金であり，合併や統合および設備の近代化の
過程で増資した。合併や統合によって新設された企業の資本金は1，000万円以上となることが
多かった。月額売上規模でみると，この地域の30の販社のうち月商4，000万円以上の大規模販
社が5社，4，000万円未満2，000万円以上の中規模販社が8社で，それ以外の17社は2，000万円
未満の小規模販社であった。上述の平均値の印象とはやや異なる実情といえる。
　第4に，各販社の経営状況を直販比率という観点からみると，広島県の一部販社と四国の販
社が高かった。それには，設立母体の単数ないし複数の卸店が従来の取引先小売店を販社に供
出したという経緯が考えられる。他方で，これらの地域は，おおむねそれ以外を代行店経路に
依存しており，その他の経路はゼロに近かった。すなわち，母体卸店の経路を尊重しながら，
それ以外の経路への依存が皆無に近かった。なおその他の地域で代行店経路やその他への依存
度が高い場合，販社参画卸店の取引先供出数が少ないということも考えられるが，熊本花王の
事例で詳細が知り得たように，販売担当エリアの合理的分担という観点から，そうした直販以
外の経路を活用している場合も少なくなかったと考えられる。
　第5に，各販社の経営状況を経営者の属性という観点からみると，母体代理店の経営者が各
販社の経営者に就いたり，統合後の新販社にもとどまるケースが多かった。また母体代理店は，
ライバル・メーカーの代理店となったり，中国・四国・九州地域の卸店の連携グループの一員
となる場合も多く，そうした意味で，2重ないし3重の流通経路の要に位置することが多かっ
た。この点は，戦前からみられる問屋側の協調や連携の動き119）と連続性を有するものといえ
る。もっとも，花王側からすると，競合メーカーの代理店との兼業や卸店問の連携による競争
的圧力のもとで，合併と統合によって市場での競争力を高めると同時に，花王の出資と経営へ
の関与を高めることで花王固有の卸店機能として販社の独自性を高めることが課題であり，そ
の実行が急がれたといえよう。
　第6に，各販社の経営の展開や統合の過程をみると，コンピュータの導入や社屋・倉庫の新
設，およびそれらに併設する物流システムの近代化をともなうことが多かった。これは，卸店
経営それ自体の近代化と合理化を促進することはもちろんであったが，花王の競争力を強化し
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かつ花王の卸機能としての独自性を高めて統合を促進する根拠のひとつともなり得たど考えら
れよう。
なお，本稿では，各販社の設立と経営や統合の過程の検討に際して，それらに関係した人々
による主体的な創意・工夫や努力，およびその意義について検討することはできなかった。そ
の意味では，経営史的検討の必要条件を満たしているとは言い難い。そうした側面については，
他日の検討に委ねることにしたい。
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15）
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詳細は，財団法人日本経営史研究所・花王株式会社社史編纂室編『花王史100年（1890～1990年）』（1993
年，花王株式会社）379～385を参照されたい。
花王石鹸株式会社販売部『販社体制整備3ヶ年計画』（1970年9月20日）。
花王石鹸株式会社販売部『販社体制整備5ヶ年計画』（1971年3月31日）。
同書41頁。
前掲『販社体制整備3ヶ年計画」4頁。
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の大小による割合は「それほど変わらない」としている。
同書，10～11頁。
同書，11頁では「直販比率が低い方が経費比率（対売上高一般管理費販売費比率のこと一引用者）は低い
が，高くなってもそれほど経費比率は高くなっていない」と分析している。
同書，2～4頁。
花王の初期の3つの販社すなわち福岡花王商事（1963年9月設立）・多喜屋花王商事（1966年3月）・松
花商事（1966年3月設立）の経営実勢については，佐々木聡「花王初期販社の設立過程と経営状況」（明
治大学経営学研究所『経営論集』第55巻第2・3号，2008年）を参照されたい。なお，花王株式会社と
しては，福岡花王商事については「のちの販社設立への胎動」（前掲「花王史100年』，302頁）として最
初の販社とは位置づけておらず，多喜屋花王と松花商事をもって花王販社の噛矢としている（同書，366
～368頁）。また，花王販社に関する先行研究としては，孫一善「高度成長期における流通システムの変化
一石鹸・洗剤業界を中心に一」（経営史学会編『経営史学』第27巻第4号，東京大学出版会，1993年）が
ある。
本多花王と合併して姫路花王となる城南花王の母体となった津田物産（姫路市土山）は，1968年3月に，
岡山の岡山石鹸（岡山市門田屋敷）と広島の中野彦三郎商店（広島市西大工町）とともに，資本金180万
円の西日本共和物産を岡山市に設立し共同仕入などの事業を行った。翌年，3社が結束の意識を強化する
ために，社名を「○○共和物産」とすることとし，津田物産はハリマ共和物産，岡山石鹸は岡山共和物産，
中野彦三郎商店は広島共和物産にそれぞれ改称した。その後，徳島の徳倉商店（徳島市左古町：徳倉共和
物産，1985年に脱会），愛媛の森宗商店（今治市本町：愛媛共和物産），尾道の向畑商店（尾道市海岸通リ：
尾道共和物産），松江の米田洋三郎商店（松江市東本町：松江共和物産），ケンショウ（高知県醤油）（高
知市北本町）などが参加したが，徳倉共和は1985年に脱会し，別途設立された福山共和物産を合わせて，
1987年時点で8社のグループとなった。また1969年11月には，ハリマ共和物産は，本多花王を合併した（森
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露秋『ハリマ共和物産80年史」ハリマ共和物産，1987年，ll6～128頁，各社の所在地は1960年頃作成の
ものと推定される花王石鹸株式会社販売管理課「東部・西部代理店（A級）名簿』，あるいはライオン油
脂株式会社r昭和44年9月1日現在代理店名簿』による）。
岡山花王製品販売に関するここでの叙述は，特に断りのない限り，r花王販社ヒストリー　岡山花王製品
販売株式会社』（1985年7月26日作成），前掲「東部・西部代理店（A級）名簿』50頁および前掲r昭和
44年9月1日現在代理店名簿』14頁による。天生堂物産の社長名と所在地は，『昭和44年9月1日現在代
理店名簿』14頁による。
前掲「花王初期販社の設立過程と経営状況」。
花王石鹸株式会社「花王販社だより　ひろば」No．3（1969年4月）7頁。なお，このランキング表は，
前掲「京阪神・近畿地域での花王販社の設立と統合の過程」の表一8に示しているので参照されたい。
花王石鹸株式会社「花王販社だより『ひろば」No．10（1970年1月）34頁。
岡山花王の自動倉庫については，花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．62（1979年3月）29
頁と同『花王販社だより　ひろば』No．63（1979年5月）11頁を参照されたい。
前掲「販社体制整備5ヶ年計画」104頁。なお岡山石鹸の所在地は前掲「昭和44年9月1日現在代理店名
簿』14頁による。
ここでの山口県の花王販社に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　山口花王製品
販売株式会社』（1985年6月2日作成）と花王株式会社社史編纂室所蔵『花王販社変遷図』（作成年不明）
23頁による。
伊藤信次については，詳細は明らかではないが，徳山市の伊藤常商店（同市夕張町）の関係者かとも思わ
れる（伊藤常商店の所在地は前掲r東部・西部代理店（A級）名簿』52頁による）。
曹達商事と加藤商事の所在地は前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』52頁に，前掲広島共和物産の所在
地はライオン油脂株式会社『昭和47年4月1日現在代理店名簿」13頁による。
各卸店の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』52頁による。
ここでの山口県内の競合問屋についての叙述は，前掲『販社体制整備5ヶ年計画』105頁による。なお，
広島共和物産と夏川の他の競合相手としては，ライオン油脂の代理店である鈴屋（宇部市昭和町），高山
本店（防府市国衛），広中商店（岩国市尾津）や，日本サンホームの代理店であった脇（所在地不明）と
加藤商事（山口県吉敷郡小郡町新町）をあげているが，いずれもその地域を守るのに精一杯であろうとみ
ている（同書，105頁，鈴屋，高山，弘中の所在地は前掲「昭和44年9月1日現在代理店名簿』16頁，加
藤商事の所在地は前掲r東部・西部代理店（A級）名簿』52頁による）。なお，前掲『販社体制整備5ヶ
年計画』では，共和を「協和」と表記しているが，これは誤りであろう。また，日本サンホームの設立を
はじめP＆Gの日本における活動については，佐々木聡「P＆Gの日本進出と日本企業の競争戦略」（明
治大学経営学研究所r経営論集』第54巻第3・4号，2007年）を参照されたい。
ライオンの「三強政策」の三強とは，強い卸店，強い商品，強い結びつきを意味する。その詳細について
は，佐々木聡「ライオン油脂における三強政策の展開」（明治大学経営学研究所『経営論集』第46巻第2号，
1999年）を参照されたい。
前掲『販社体制整備3ヶ年計画』22頁。
前掲r販社体制整備5ヶ年計画』49頁。
ここでの山口県内の花王販社の変遷についての叙述は，前掲『花王販社ヒストリー　山口花王製品販売株
式会社」（1985年6月20日作成）による。
ここでの島根西部花王に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　島根西部花王販売』
（1985年6月作成：日付不明）による。また，吉寅，油屋の所在地は前掲『昭和44年9月1日現在代理
店名簿」15頁に，漆谷の所在地は前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』53頁にそれぞれよっている。
ここでの島根東部花王に関する叙述は，特に断りのない限り，r花王販社ヒストリー　山陰中央花王製品
販売株式会社』（1985年6月3日作成）による。前掲『花王販社変遷図』23頁では，島根東部花王の設立
時の資本金は350万円とされているが，ここでは，前掲『花王販社ヒストリー　山陰中央花王製品販売株
式会社』の記述に基づいている。なお，三成本店，神田新市商店および植野憲二商店松江店の所在地は，
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前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』53頁による。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画』105頁。
前掲『販社体制整備3ヶ年計画』22頁。
前掲「販社体制整備5ヶ年計画」49頁。
ここでの鳥取花王に関する叙述は，特に断りのない限り，f花王販社ヒストリー　鳥取花王販売」（1985年
6月10日作成）による。
花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．21（1972年5月）6～7頁。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画」105頁。
前掲『花王販社だより　ひろば」No．21，6～7頁。
ここでの米子花王と山陰中央花王に関する叙述は，特に断りのない限り，前掲r花王販社ヒストリー
山陰中央花王製品販売株式会社』による。なお，神庭商店の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）
名簿』53頁による。また田川商店の所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿」14頁による。
前掲『花王販社ヒストリー　山陰中央花王製品販売株式会社」および花王石鹸株式会社『花王販社だより
　ひろば』No．32（1974年3月）26頁。
ここでの中野花王販売に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　広島花王』（1985年
7月19日作成）と前掲『花王販社変遷図』21頁による。なお，中野彦三郎商店の所在地は，前掲『昭和
44年9月1日現在代理店名簿』14頁による。
ここでの広島第一花王製品販売に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　広島花王』
（1985年7月19日作成）と前掲『花王販社変遷図』21頁による。なお，共栄商会の所在地は，前掲『昭
和44年9月1日現在代理店名簿』14頁による。
ここでの広島県南部花王製品販売に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　広島県
南部花王製品販売』（1985年6月12日作成）と前掲『花王販社変遷図』21頁による。木原福井堂，富永商
店および藤川東洋堂の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』52頁による。残る4名の発起人
は，西村武（西村商店差社長），浜富士雄小島良雄坂井達一郎とされているが，いずれも所属や経歴
は不明である。
7つの卸店名は，五島商事，石田和粧堂，茅本商店，高田商店，江川商店，三野商店，山本商店であるが，
いずれも詳細は不明である。
花王石鹸株式会社「花王販社だより　ひろば」Nα6　（1969年10月）20頁。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画』104頁。なお，中野彦三郎商店の名前は，ライオン油脂株式会社『昭和
39年3月1日現在代理店名簿』には記載されていないが，「三強政策」発表（1968年5月）の翌年の前掲『昭
和44年9月1日現在代理店名簿』14頁には記載されている。
前掲『販社体制整備3ヶ年計画』22頁。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画』49頁。
花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．82（1982年9月）9頁。
ここでの福山花王，尾道花王および広島東部花王販売に関する叙述は，特に断りのない限りt「花王販社
ヒストリー　広島東部花王販売」（1985年6月10日作成）と前掲r花王販社変遷図』21頁による。向畑商
店の所在地は，前掲r東部・西部代理店（A級）名簿』50頁による。高垣正商店の所在地は，前掲f花王
販社ヒストリー　広島東部花王販売』による。
佐々木聡『日本的流通の経営史』（有斐閣，2007年）239～247頁。
ここでの高松花王に関する叙述は，特に断りのない限り，f花王販社ヒストリー　花王製品香川販売株式
会社」（1985年6月24日作成）と前掲『花王販社変遷図125頁による。綾田商店と高木商店の所在地は，
前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』56頁による。ただし，綾田商店の所在地は，前掲r昭和44年9
月1日現在代理店名簿』14頁では「高松市藤塚町」となっている。
前掲r販社体制整備5ヶ年計画1106頁。
たとえば1955年2月時点では，高松市の中津商店，観音寺町の安藤義市と丸福商事，愛媛県川之江町の
川上商店との帳合関係が確認されている（前掲r日本的流通の経営史』245～247頁）。
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1955年2月時点では，丸亀市の小山市太郎との帳合関係が確認されている（同書，245頁）。
渡部商店の所在地は，前掲「東部・西部代理店（A級）名簿』56頁による。
ここでのびざん花王と協進花王に関する叙述は，特に断りのない限り，r花王販社ヒストリー　花王製品
徳島販売株式会社』（1985年6月10日作成）と前掲『花王販社変遷図』25頁による6徳倉商店と近藤商店
の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』56頁による。
前掲f販社体制整備5ヶ年計画』106頁。
ここでの高洋花王と旭花王および高知花王に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー
高知花王製品販売株式会社』（1985年6月10日作成）と前掲『花王販社変遷図』25頁による。久保花王の
所在地は，’ O掲『東部・西部代理店（A級）名簿』57頁による。
前掲『ハリマ共和物産80年史』120頁。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画』105頁。
ここでの大同花王と協同花王に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　大同花王製
品販売株式会社」（1985年6月14日作成）と前掲『花王販社変遷図』25頁による。梶原本店の所在地は，
前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』57頁による。また北宇和商事の所在地は，同書，58頁による。
なお協同花王の設立年月について『花王販社変遷図』25頁では，1968年6月とされているが，ここでは
『花王販社ヒストリー　大同花王製品販売株式会社』の記述によった。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画』105頁。
花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No25（1973年1月）12頁。
前掲『販社体制整備5ヶ年計画』105頁。戎井商店の所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』
15頁による。
ここでのシンサン花王と瀬戸花王および愛媛東花王に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒ
ストリー　愛媛東花王製品販売株式会社』（1985年6月5日作成）と前掲『花王販社変遷図』25頁による。
曽我部商店と森宗商店および長野商店の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』57頁による。
なお，シンサン花王の創業時の資本金について前掲『花王販社変遷図』25頁では700万円とされ，また瀬
戸花王の設立年月を1968年3月としているが，いずれについてもここでは前掲『花王販社ヒストリー
愛媛東花王製品販売株式会社』の記述によった。
前掲『ハリマ共和物産80年史』120頁。
前掲「花王初期販社の設立過程と経営状況」96～105頁を参照されたい。
1971年3月頃の時点で，九州明和は，元山（北九州市），九州石鹸（福岡市），丸宮（長崎市），高橋（熊
本市），ユーホー（大分市），ッルヤ（宮崎市），ミッワ（鹿児島市）などが，西日本ホームズには夏川（北
九州市，下関市），宏和（福岡市），新免（佐世保市），近江屋（熊本市），大沢（別府市），堤（大分市）
などが，西日本家庭品雑貨卸組合には白石（直方市），太陽（久留米市），白川（佐世保市）などが参加し
ていた。大阪問屋系のグループとしては，大粧グループに北九州大伸，福岡大伸，福岡大伸佐賀支店，長
崎大伸，熊本大伸t大分大伸などが参加しており，ヒルコグループに北九州ヒルコ，福岡ヒルコ，久留米
ヒルコ，佐賀ヒルコ，西日本ヒルコ（長崎市），熊本ヒルコなどが加盟していた（前掲『販社体制整備5ケ
年計画』106頁）。
ここでの北九州地域の販社に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　九州北部花王
製品販売株式会社』（作成年月日不明）による。なお，九州石鹸販売の所在地は，前掲『東部・西部代理
店（A級）名簿』60頁による。
西福岡税務署長宛『休業届』（1969年11月1日）。
福岡花王商事の取引先スーパーについては，前掲「花王初期販社の設立過程と経営状況」99頁を参照され
たい。
前掲『花王販社だより　ひろば』No．3，7頁。
服部之総『初代長瀬富郎伝』（花王石鹸50年史編集委員会，1940年）153頁。
小林二八堂の所在地はライオン油脂株式会社『昭和39年3月1日現在代理店名簿』15頁による。夏川本
店と夏川小倉支店（北九州支社）の所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』16頁による。
156 一経　　営　　論　　集一
　　元山商店と益富商店の所在地は前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』60頁によるが，元山商店の所在地
　　は，1963年2月10日に北九州市が発足して八幡市もその一部となったので，花王北九州西部販売設立時
　　点では異なる所在地となっているはずである。
78）　前掲「花王初期販社の設立過程と経営状況」99頁を参照されたい。
79）　太陽商事の所在地は，前掲「東部・西部代理店（A級）名簿」61頁による。
80）　前掲『販社体制整備3ヶ年計画』23頁。
81）　花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』Nα68（1980年3月）23頁。
82）　佐賀花王の設立に関係した卸店の所在地は，新免商店のそれを除き，前掲陳部・西部代理店（A級）名
　　簿』62～63頁による。新免商店の所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』18頁による。
83）　花王石鹸株式会社r花王販社だより　ひろば』No．101（1985年11月）23頁。
84）　花王社史編纂室「花王史100年・年表／資料（1890～1990年｝』（花王株式会社，1993年）174頁。
85）　宏和の所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』17頁による。
86）　前掲『販社体制整備5ヶ年計画』107頁。
87）　前掲『初代長瀬富郎伝』153頁。
88）　ここでの花王製品長崎販売に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　花王製品長崎
　　販売株式会社』（1985年12月12日作成）と前掲『花王販社変遷図』29頁による。なお，各卸店の所在地は，
　　前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』62～63頁による。
89）　丸橋氏の名前は前掲『花王販社ヒストリー　花王製品長崎販売株式会社』によっているが，前掲「東部・
　　西部代理店（A級）名簿』62頁には丸橋三五郎という名前が記載されている。
90）　花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．51（1977年5月）32頁。
91）　同書，32頁。
92）前掲『花王販社だより　ひろば』No．3，7頁。
93）　丸宮の所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』17頁による。
94）　前掲『販社体制整備5ヶ年計画1107頁。
95）前掲r花王販社だより　ひろば』No．51，32頁。
96）　ここでの佐世保花王に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　佐世保花王製品販売
　　株式会社』（1985年7月10日作成）と前掲『花王販社変遷図」29頁による。なお．白川商事の所在地は，
　　前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』17頁による。また玉屋商事の所在地は，前掲「東部・西部代理
　　店（A級）名簿』63頁による。
97）　前掲『販社体制整備5ヶ年計画』107頁。
98）前掲『花王販社だより　ひろば」No．3，7頁。
99）　前掲『販社体制整備5ヶ年計画」，50頁。
100）ここでの大分花王に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　大分花王製品販売株式
　　会社』（1985年7月1日作成）と前掲『花王販社変遷図』29頁による。
101）なお，小野雄商店の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』65頁による。また堤商事と大沢商
　　店の所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』18頁による。
102）前掲『販社体制整備5ヶ年計画」108頁。
103）ここでの宮崎花王に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　宮崎花王販売株式会社』
　　　（作成年月日不明）と前掲『花王販社変遷図」29頁および花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』
　　No．20（1972年3月）8～9頁による。なお，橋本商店，富田商店および栗林本店の所在地は，前掲「東部・
　　西部代理店（A級）名簿」65頁による。
104）前掲r販社体制整備5ヶ年計画」108頁。なおツルヤの所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名
　　簿』18頁による。
105）前掲『販社体制整備5ヶ年計画」108頁。
106）ここでの延岡花王に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　延岡花王製品販売株式
　　会社』（1985年6月31日）と前掲r花王販社変遷図』29頁による。なお，後藤商店と河野商店の所在地は，
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　　前掲r昭和44年9月1B現在代理店名簿』19頁による。甲斐商店の所在地は，ライオン油脂株式会社「昭
　　和39年3月1日現在代理店名簿』16頁による。
107）前掲「販社体制整備5ヶ年計画』108頁。
108）前掲「販社体制整備5ヶ年計画』51頁。
109）ここでの熊本花王に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　熊本花王製品販売株式
　　会社」（作製年月日不明），花王石鹸株式会社「花王販社だより　ひろば」No．2（1969年2月）19～21頁
　　および前掲「花王販社変遷図J29頁による。高橋商店，藤森産業および近江屋商店の所在地は，前掲「東
　　部・西部代理店（A級）名簿』63頁による。なお，前掲f初代長瀬富郎伝1153頁では．花王の創業者長
　　瀬富郎が1885年に創業した直後からの古くからの取引先について「熊本市竪仙蔵山商店，長崎市成宮商店，
　　同市近江屋商店」と記述されており，もし「同市」が誤謬で正しくは「熊本市」であったとすれば熊本市
　　の近江屋商店も，花王創業期からの取引先ということになる。
110）前掲「販社体制整備5ヶ年計画J107頁。なお堀茂雄商店の所在地は，前掲「東部・西部代理店（A級）
　　名簿』63頁による。
111）前掲「花王販社だより　ひろば1No．3，7頁。
112）熊本花王のコンピュータ導入に関しては，花王石鹸株式会社r花王販社だより　ひろば』No．32（1974年
　　3月）7頁および10頁を参照されたい。
113）ここでの鹿児島花王に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　鹿児島花王製品販売
　　株式会社』（作製年月日不明）と前掲『花王販社変遷図』29頁による。ミッワ商会，寿商事および馬場園
　　商店の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』66頁による。
114）前掲『販社体制整備5ヶ年計画』108頁。紀川紙商店の所在地は，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名
　　簿』19頁による。
115）鹿児島花王のコンピュータの活用に関しては，花王石鹸株式会社「花王販社だより　ひろば』No．79（1982
　　年3月）8頁を参照されたい。
116）ここでの儀間本店，宮里商会，儀間商事および宮里商事に関する叙述は，特に断りのない限りt花王石鹸
　　株式会社『花王販社だより　ひろばlNα22（1972年7月）8～11頁，同『花王販社だより　ひろば』
　　No．33（1974年5月）31頁などによる。なお，儀間本店の所在地は，「昭和44年9月1日現在代理店名簿』
　　19頁による。また，儀間商事と宮里商事の所在地は花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば」創刊号
　　　（1969年1月）25頁による。
117）．この時期の日本の内地販社の取り扱い品目は100～150であったのに対し，沖縄の両販社のそれは30品目
　　であったとされている（前掲『花王販社だより　ひろば』No．22，10頁）。
118）ここでの沖縄花王に関する叙述は，特に断りのない限り，前掲「花王販社だより　ひろば」No．33，31頁，
　　花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．71（1975年10月）4～7頁，同r花王販社ヒストリー
　　沖縄花王販売株式会社』（作製年月日不明），前掲「花王販社変遷図」29頁などによる。
119）これについてはt前掲『日本的流通の経営史』を参照されたい。
【付記】
　本稿執筆に際して，花王株式会社社史編纂室の方々に多大なるご理解とご協力を賜わった。記して，関係
者に感謝の意を表したい。
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　　　　　The　Formation　and　Integration　of　Kao　Sales
　　　Company　in　the　Chugoku，　Shikoku，　Kyushu，　and
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Okinawa　Areas
This　paper　is　one　in　a　series　of　articles　on　business　historical　analysis　of　Kao　Sales
Companies（exclusive　wholesale　companies）and　reviews　the　process　of　establishment　merger，
and　integration　of　the　Kao　sales　companies　in　Chugoku，　Shikoku，　Kyushu　and　Okinawa　areas
from　the　1960s　to　the　1980s．　This　paper　also　examines　the　their　management　outcomes　and
their　ach童evement．　This　case　study　leads　to　the　following　six　observations　and　conclusions．
First，　the　total　number　of　employees　and　related　retail　stores（called　family　store）of　sales
companies　in　Chugoku，　Shikoku，　and　Kyushu　areas　were　one－third　of　the　nationwide　total　for
all　sales　companies．　However，　these　companies　accounted　for　only　one－fourth　to　one－fifth　of
the　national　total　in　terms　of　average　monthly　sales　total．　Their　direct　sales　ratios，　or　the
percerltage　of　total　sales　sold　directly　to　related　retail　stores，　were　close　to　the　national
average　of　54　per　cent，　but　below　the　60　per　cent　minimum　specified　by　the　Kao　Sales
headquarters，　These　companies　averaged　over　twenty　million　yen　in　their　monthly　sales，
above　the　Kao　Sales　headquarters　minimum．
Secondly，　three　patterns　of　establishment　were　identi丘ed．　In　the　first　pattern，　an　independent
sales　company　was　established　by　spinning－off　the　Kao　products　division　of　an　independent
wholesale　company．　In　the　second　pattern，　multiple　sales　companies　were　established　in　a
single　prefecture　by　cooperation　of　several　wholesalers　with　identical　or　contiguous
territories．　In　the　third　pattern，　a　single　sales　company　was　established　for　the　entire
prefecture　from　the　beginning．
Thirdly，　the　initial　capitalization　of　sales　companies　in　these　areas　ranged　from　three　million
yen　to　ten　million　yen，　except　for　Kumamoto　Kao　Sales　Company　whose　initial　capit31　was
fifteen　million　yen．　These　companies　increased　their　capitalization　over　time　through
mergers　and　acquisitions　and　through　investment　in　new　plant　and　equipment．　Total　capital
eventually　increased　to　over　ten　million　yen．　Turning　our　attention　to　monthly　sales　total，　of
the　thirty　sales　companies　in　these　areas，　five　companies　averaged　monthly　total　sales　of
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over　forty　million　yen，　eight　sales　companies　ranged　between　twenty　to　forty　million　yen，
and　for　seventeen　corT｝panies　the　monthly　totals　were　below　twenty　million　yen．
Fourth，　as　for　the　direct　sales　ratio，　several　sales　companies　in　Hiroshima　Prefecture　and　the
sales　companies　in　the　Shikoku　region　had　relatively　high　ratios．　The　reason　for　the　high
direct　sales　ratios　for　these　companies　was　that　wholesalers　that　participated　in　the
formation　of　these　sales　companies　transferred　their　related　retailers　to　the　newly
established　sales　companies　at　high　rates．　On　the　other　hand，　these　sales　companles　with
high　ratios　depended　on　the　existing　network　of　wholesalers　that　participated　the
establishment　of　new　sales　companies，　They　did　not　depend　on　other　distribution　channels　at
all．　Two　reasons　seem　to　account　for　the　relatively　low　direct　sales　ratio．　One　reason　was
that　wholesalers　that　participated　in　the　formation　of　new　sales　companies　did　not　transfer
related　retailers　to　the　newly　established　sales　companies，　The　other　reason　was　that　new
sales　companies，　like　as　Kumamoto　Kao　Sales　Company，　made　good　use　of　the　network　of
unrelated　wholesalers　and　agents　in　order　to　take　advantage　of　their　transportation　and
logistics　capabilities．
Fifth，　in　many　cases，　the　senior　management　of　the　new　sales　companies　came　from
managerial　and　ownership　ranks　of　the　wholesalers　that　participated　in　their　formation，
Furthermore，　in　some　cases，　these　managers　and　owners　stayed　as　managers　as　sales
companies　were　reorganized　and　merged　together．　On　the　other　hand，　those　wholesalers
also　became　agents　of　I～ao’scompetitors　or　became　a　member　of　regional　cooperative
groups　of　powerful　wholesalers．　Thus，　these　wholesalers　served　as　a　node　of　multiple
overlapping　distribution　networks．
Sixth，　the　sales　companies　introduced　computers　and　built　new　corporate　headquarters　and
warehouses　in　the　process　of　management　reorganization　and　integration．　At　the　same　time，
these　companies　modernized　the　distribution　system．　These　measures　raised　Kao甘s
competitive　position　in　the　domestic　market　and　strengthened　the　identity　of　sales　companies
as　Kads　wholesale　function．　This　new　found　identity　further　promoted　integration　of　the
distribution　system　and　the　sales　companies．
